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令和２年度の生活交通改善事業計画について 

１ 計画概要 

（１）計画策定の目的 

 ・国土交通省では、バリアフリー化やより制約の少ないシステムの導入等移動に当たっての様々な

障害の解消等を図るための支援として、「地域公共交通バリア解消促進等事業」を実施

・同事業では、  事業者 行         の導入や、    事業者 行       デザインタクシー
（ＵＤタクシー）の導入について、国から補助金 交付

・バス事業者及びタクシー事業者が、同事業による補助を申請するにあたっては、補助申請 行 
取組について、地域公共交通会議が策定する「生活交通改善事業計画（以下「本計画」という。）」に記
載されていることを要件として義務付け

・したがって、本市においても、地域公共交通会議にて本計画の策定を行っているもの

（２）計画策定の方法 

 ・本会議の分科会を設置し、本計画策定に係る調査審議事務を分科会に付託
  （川崎市地域公共交通会議設置要綱第７条第１項）

 ・バス事業とタクシー事業に分けて２つの分科会を設置し、本計画策定に係る調査、審議を実施の

上、毎年度計画を策定

 ・具体的には、バス事業では「ノンステップバス導入促進事業計画」、タクシー事業では「ユニバーサルデザインタ
クシー等導入促進事業計画」の合計２つの計画を策定

 ・策定結果については、分科会から本会議に報告を行うこととなっている

  （川崎市地域公共交通会議分科会設置要領第２条）

２ 令和２年度の計画内容 

・令和２年 6月 8日にバス分科会を開催 令和２年 12 月 1 日にタクシー分科会を開催し、分科会の決

議を経て、令和２年度の計画を策定 

・主な内容は、次のとおり 

計 画 名 主 な 内 容 

令和２年度  

川崎市ノンステップバス導入

促進事業計画 

・ノンステップバス導入率は 90%以上を実現したところだが、令

和２年度までに、導入率を段階的に上げ、更なる推進に取組む

・令和２年度は、56 台の導入を計画 

令和２年度  

川崎市ユニバーサルデザイン

タクシー等導入促進事業計画 

・令和２年度までに市内の法人タクシー総台数の約 10％を 

ＵＤタクシーとする 

・令和２年度は、105 台の導入を計画 

（参考）令和元年度の導入状況 (計画台数及び導入台数には、同型車両の買替も含む) 
令和元年度 

計画台数 

令和元年度 

導入台数 

令和元年度末時点 

導入台数・率 

平成 30 年度末時点 

導入台数・率 

ノンステップバス 54 台 56 台 727 台(90.2%) 709 台(88.4%) 

ＵＤタクシー 73 台 47 台 174 台(12.1%) 127 台(8.8%) 

資料１















コミュニティ交通導入の促進について 

１ コミュニティ交通導入に向けた取組状況 

(1)概要 

坂が多い丘陵地や路線バスの運行が難しいなど、地域における様々な特性によって利用しやすい交通環

境の整備が求められており、本市では、平成１９（２００７）年３月に、地域交通導入の考え方を取りまと

めた「地域交通の手引き」を策定し、地域の主体的な運営によるコミュニティ交通の導入に向けた取組に対

して、進捗状況に応じた支援を行い、持続可能な交通環境の整備を推進してきました。

（参考：現在の支援内容）  

地域住民による協議会への技術的な支援 

コミュニティ交通の運行実験実施に必要な経費負担等の支援 

コミュニティ交通の車両購入等に要する経費の支援 

コミュニティ交通の高齢者等の割引相当額に関する経費の支援 

(2)取組状況 

現在市内の４地区において地域の交通資源を活用

したコミュニティ交通が運行しており、その他の５

地区では協議会を設置し、コミュニティ交通の導入

を検討している状況となっています。乗合型で運行

している高石地区・長尾台地区については、地元協

議会の利用促進の取組等に伴い、導入開始年度に比

べ利用者数が増加している一方で、車両の老朽化が

生じています。

また、検討中の地区では地域特性を考慮した運行

計画の設定等の課題により取組が停滞化しています。

（3）コミュニティ交通導入に向けた経過事例 

【現在の検討手順】

※令和３年３月時点 

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

20,000 

高齢者等   小児  大人

H26 

70,000 

高齢者等  中高生  小児  大人

H29 H30 H28 

(人/年度) 

(人/年度) 

H31 H27 

運行開始：平成23年9月 

定 員：1４名 運行日数：５日／週 

運 賃：大人300円※ 小児100円  

運行事業者：㈱高橋商事 

車両更新：平成29年2月(3年経過) 

車両費等：約600万円 

多摩区長尾台地区 

○平成 20年 11 月  

協議会設立

○平成 22年 12 月～ 

行動特性調査 

○平成 23年 8月 

走行環境テスト 

○平成 23年 11～12月  

運行実験 

○平成 24年度  

経費削減・収入増策検討 

○平成 25年 7月～9月 

 試行運行 

○平成 26年 12 月  

本格運行 

宮前区白幡台地区 

○平成 25年 11 月  

協議会設立 

○平成 26年 2月  

行動特性調査 

○平成 27年度 

～平成 30年度 

運行ルート、走行環境 

採算の検討 

○令和元年 10 月 

買物送迎バスの運行開始 

地域特性を考慮し
た運行計画の設定
等の課題が大きく
取組が停滞化 

○平成 30年度 

買物移動に特化した検討 

緑ナンバーによる検討 

運行開始：平成26年12月 
定 員：29名 運行日数：６日／週 

運 賃：大人：２２０円(２６０円) ※
中高生：１８０円（２１０円） 
小児：１１０円(130円) 

運行事業者：㈱高橋商事 
車両購入：平成２６年１２月(6年経過) 
車両費等：約1,200万円 

利用促進等の検討 

利用者数の推移 

利用者数の推移 

買物需要が大き
かったことから、
送迎バス実績の
ある企業と協議 

地域交通の手引き 

（H26.3 改訂） 

資料２－１ 

運行開始：平成2０年７月 
定  員：10名 
運  賃：無料（自治会費や寄付金で運行） 

運行主体：野川南台コミュニティバス協議会 
車両購入：平成２０年７月(1２.５年経過) 
運行日数：2日／週 

山ゆり号(高石地区) 

【乗合型】 

みらい号（野川南台地区） 

【ボランティアバス】 

あじさい号(長尾台地区) 

【乗合型】 
白幡台地区 

【買い物送迎バス】 

運行開始：令和元年１０月 

定 員：２９名 
運 賃：無料 
運行主体：㈱ビック・ライズ(食品館あおば) 

運行日数：2日／週 

※高齢者等(70 歳以上又は障がい者の方)は 100 円割引

生田山の手地区 



コミュニティ交通導入の促進について 

２ コミュニティ交通を取り巻く環境の変化

(1)社会環境 

①地域ニーズの高まり 

□高齢化の進展

本市人口は、令和 12(2030)年まで増加を続け、総人口のピーク値は 158.7 万人、うち 65 歳以上人口は

37.5 万人と想定されています。その後令和 42(2060)年には、人口は 142.6 万人まで減少するのに対し、

65 歳以上の人口は 50.4 万人に増加すると推計されています。 

また、年齢階層別に代表交通手段分担率をみると、65 歳未満では自動車の分担率が 12％なのに対し、65

歳以上では 21％と高くなっています。 

□高齢者の免許返納 

高齢者の免許非保有者、免許返納数は近年大幅に増加していることから、自動車に代わる移動手段の確保

が求められています。

□路線バスが利用しづらい地域 

鉄道駅のアクセスは路線バスを基本としながらも、「地域の道路状況」「周辺の公共交通」「地域住民の高

齢化状況」「地域の地形（高低差）」などの地域特性により路線バスが利用しづらい地域があります。

②交通事業を取り巻く環境の変化 

□新型コロナウイルスによる影響 

新型コロナウイルスの感染拡大により、乗合

型で運行する「高石地区」「長尾台地区」での輸

送人員（令和元年同月比）が５月時点では約６

０％減、９月以降は約１４％減で推移しており

ます。

□バス事業を取り巻く環境変化

全国的にバス事業者は運転者不足により事業継続に影響が生じています。大都市圏における乗合バス

事業の経常収支率は、平成27年度をピークに横ばいとなっており、全国的には減少傾向となっています。

バス事業の運行経費は主に人件費、燃料費、その他諸経費等で構成されていますが、経費単価は近年増

加傾向となっており、経常収支減少の要因の一つになっています。

資料２－２ 

年齢階層別人口構成比の推移 (出典)川崎市統計書  (出典)警察庁運転免許統計 

申請による運転免許取消件数の推移 

本市の将来推計人口 

（出典）川崎市総合計画 第 2 期実施計画策定に向けた将来人口推計 

(出典)川崎市都市計画マスタープラン 

乗合バス事業における年度別経常収支率の推移 

(出典)国土交通省「平成 30年度乗合バス次行の 

収支状況について」 

貸切バス事業 実車走行キロ当り原価推移  

(出典) 日本バス協会「日本のバス事業」より作成 

市内発着の移動における代表交通手段分担率 

（出典）平成 30(2018)年東京都市圏パーソントリップ調査 

町丁目別高齢化率（平成 27（2015） 市内の地形概要図 乗合バス事業 実車走行キロ当り原価推移 

(出典) 国土交通省公表値より作成 

大型自動車免許保有者数の推移（全国）
(出典)警察庁「運転免許統計」

(出典)各事業者提供資料に基づき作成 
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コミュニティ交通導入の促進について 

③ＩＣＴの進展 

タクシーの配車アプリの普及やドアツードアで利用者を輸送するオンデマンド交通の活用など、地域

公共交通が利用しやすくなる手段の開発が進んでいます。

  特に複数の公共交通等を最適に組み合わせることで検索・予約・決裁等を一括で行うＭａａＳ

（Mobility as a Service）は、移動の利便性向上や地域の課題解決にも資する重要な手段として期待さ

れており、国においてもモデルプロジェクト３８事業を選定し実用化に向けた取組が展開されています。

(2)制度改革 

①地域公共交通活性化再生法の改正 

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等

の一部を改正する法律が、令和 2年 11 月に施行さ

れ、特に過疎地などでは、地域の輸送資源を総動員

して移動ニーズに対応することが示されています。

また、交通事業者の運行によるコミュニティ交通

導入に向けた検討を進めるとともに、バスやタク

シーによる運行が難しい場合、自家用有償旅客運

送※や送迎車両など、地域特性に応じた輸送資源

についても活用していくことが示されております。

②タクシーに関する新制度の導入 

タクシーの新たな運賃・料金サービスが令和 2 年 11 月より開始され、タクシーの複数回の利用分の運

賃を一括して支払う「一括定額運賃制度」や、需要の増減に応じて迎車料金を変動させる「変動迎車料金

制度」が導入されました。また、目的地の近い旅客をマッチングし、相乗りする制度（相乗りタクシー）

についても、新型コロナウイルス感染症の感染状況を見極めながら導入時期が検討されています。

３ 課 題 

(1)導入に向けた取組の長期化 

①地域ニーズの変化を踏まえ、地域の輸送資源（送迎バス等）の活用や様々な運行手法(乗合、貸切、乗用

等)の検討により、地域特性や需要に応じた運行手法の選択や運行計画の立案が必要となってきています。 

②多様な主体と連携し、地域特性に応じたコミュニティ交通の導入をさらに促進するためには、地域支援を

効率的・効果的に行う必要があります。 

③地域特性に適した運行計画の立案に向けた合意形成には多くの時間と労力を要しており、検討期間が長

期化する傾向にあります。 

(2)運行の継続性 

①乗合手法による運行においては、運行経費の増加や車両の老朽化が生じるなど、対応の検討が必要になっ

ています。 

②導入の円滑化や継続的な運行を図るためには、安全性や信頼性の向上により、安心して利用できる地域交

通環境の整備が必要です。 

③検討開始から 10数年が経過した地区では、地元協議会構成員やボランティア運転者の高齢化及び後継者

不足により、利用促進や運行改善などに取り組む体制づくりが課題となっています。 

４ 手引き見直しの視点 

(1）多様な主体との連携

①地域ニーズに即した輸送資源・運行手法の選定  ②既存交通の利便性向上による公共交通利用の促進 

(2)導入に向けた取組の円滑化

①的確な地域ニーズの把握  ②運行目安の設定 

(3)コミュニティ交通の継続性向上

①支援内容の精査  ②地域特性に応じた運行支援体制の構築 

新百合ヶ丘駅周辺で実証運行中の 

オンデマンドバス「しんゆりシャトル」

タクシー配車アプリ「GO」 新百合ヶ丘駅周辺 MaaS アプリ「EMot」

小田急電鉄、川崎市 

◆一括定額運賃（定期券／回数券） 

タクシーの複数回の利用分の運賃を一括して支払う

制度で、通勤・通院など継続利用に便利、また一括清

算により割安になることが期待されています。 

（出典）国土交通省ＨＰ

資料２－３ 

◆変動迎車料金 
需要の増減に応じ、迎車料金を変動させる制度で、閑散期に
は、割安に迎車することが可能となり、繁忙期には、割高に
なるが、迎車の必要度が高い人に配車されやすくなります。 

（出典）国土交通省ＨＰ 

※路線バス・タクシー事業が成り立たない場合であって、地域における輸送手段の確保が必要な場合に、
必要な安全の措置をとったうえで、市町村やＮＰＯ法人等が自家用車を用いて提供する輸送サービス 

 横浜市富岡地区「とみおかーと実証実験」 

京急電鉄、横浜国立大、横浜市、日産 

新たなモビリティ・運行手法

公共交通の利用促進 

横浜市美しが丘 MaaS 実証実験 

東急電鉄、東京都市大学、未来シェア 



「地域交通の手引き」見直しに向けたスケジュール
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１ 「あじさい号」の概要 
平成２６年１２月    本格運行開始 

平成３１年 ４月    延命地蔵尊前経由の延伸ルート運行開始 

令和 ２年５月～６月 新型コロナウィルスの影響や緊急事態宣言を踏まえ、土曜日の運行を休止 

令和 ２年 ７月    回数券の購入に、「川崎じもと応援券」が利用可能となる 

実施主体 交通事業者、長尾台地区コミュニティバス利用者協議会（地域住民で構成）、川崎市 

運行日時 平日及び土曜日（日祝日運休）・平日６時半～２２時半、土曜１０時～１８時 

運行 

ルート 

系統 起点 主な経由地 終点 
運行回数 

平日 

運行回数 

土曜日 

Ｎ１ あじさい寺 長尾会館前 久地駅 １３便 ４便 

Ｎ２ 久地駅 長尾会館前 あじさい寺 １５便 ４便 

Ｎ３ あじさい寺 長尾会館前 登戸駅 ８便 ４便 

Ｎ４ 登戸駅 長尾会館前 あじさい寺 ６便 ４便 

Ｎ５ 登戸駅 延命地蔵尊前 久地駅 ５便 ３便 

Ｎ６ 久地駅 延命地蔵尊前 登戸駅 ３便 ３便 

Ｎ７ 久地駅 延命地蔵尊前 久地駅 ４便 ― 

停留所数 １３ヶ所 

運賃 

基本運賃は以下の通り 

長尾台地区～久地駅・長尾橋 大人：２２０円 中高生：１８０円 小児：１１０円 

長尾橋・のぼりとスイミングクラブ前～登戸駅 大人：２２０円 中高生：１８０円 小児：１１０円 

長尾台地区～のぼりとスイミングクラブ前・登戸駅 大人：２６０円 中高生：２１０円 小児：１３０円 

※１：70 歳以上の高齢者・障害者等の方は１００円割引（小児障害者は無賃） 

   ・100 円割引分は市が交通事業者へ補助 

※２：指定停留所から乗車し、指定停留所で降車する場合に限り、乗り継ぎ割引の適用 

※３：割引なしの回数券を導入 

※４：中高生は学生証の提示により、中高生割引の適用 

運行車両 マイクロバス１台（6,995 ㎜×2,010 ㎜、定員２９名） 

運行主体 株式会社高橋商事（交通事業者） 

多摩区長尾台地区          交通     号  運行計画等 変更    資料３ 



２ 協議の目的
川崎市地域公共交通会議設置要綱第１条 

地域における需要に応じた住民の生活に必要な交通手段の確保その他旅客の利便の増進を図り、地域の実情に

即した輸送サービスの実現に必要となる事項を協議する。 

３ 協議事項 
コミュニティ交通「あじさい号」は、本会議にて協議が調っていることの証明書により運行を開始している路線である。

今般、「あじさい号」の運行計画等の変更について、関係機関及び地域住民における調整が整ったため、以下に示す

変更内容について協議を行う。なお、本日の会議において協議が調った場合においては、本件変更内容について、協

議が調っていることの証明書を発行する。 

 （変更内容） ①運行計画の変更 

・運行回数の変更、運行時刻の変更 

          ②事業計画の変更

 ・長尾会館前停留所（あじさい寺方面）の移設 

①運行計画 変更
（変更理由） 

令和元年 11 月に実施した OD 調査や、同 12 月に実施した地域住民へのアンケート調査において、平成 31 年 4

月に運行経路を延伸した延命地蔵尊前を経由する延伸ルートの利用者数が想定より少なかったことや、便数が少なく

不便だという意見が多かったことから、長尾会館前を経由するルートから延伸ルートへの変更について、地域協議会お

よび交通事業者にて検討を行った。また、比較的利用者の多い登戸駅便の増便についても、併せて検討を行った。 

（関係機関との調整状況） 

令和２年１１月 平日の長尾会館前経由のうち３便を延命地蔵尊前経由に変更、登戸駅便を１往復増便することで 

地域協議会と交通事業者が合意 

令和３年 １月 市バスと共同利用している登戸駅停留所の発着時刻について調整 

令和３年 ３月 運行計画の変更について、地域協議会および交通事業者での最終確認  

⇒変更内容について合意 

（変更内容） 

運行回数の変更 （平日のみ） 

・長尾会館前経由あじさい寺方面のうち３便を延命地蔵尊前経由の延伸ルート経由に変更

・２０時台に延伸ルート経由の登戸駅便を 1往復新設し、登戸便が２２便１１往復から２４便１２往復に増便 

・なお、延伸ルート経由便においても、あじさい寺を越えて乗車することにより、長尾会館前および長尾台中央での

降車が可能 

平日 系統別運行回数 

系統 起点 主たる経由地 終点 
変更前 

運行回数 

変更後 

運行回数 

N１ あじさい寺 長尾会館前 久地駅 13 １０ 

N２ 久地駅 長尾会館前 あじさい寺 15 １３ 

N３ あじさい寺 長尾会館前 登戸駅 8 ８ 

N４ 登戸駅 長尾会館前 あじさい寺 6 ５ 

N５ 登戸駅 延命地蔵尊前・あじさい寺 久地駅 5 ７ 

N６ 久地駅 延命地蔵尊前・あじさい寺 登戸駅 3 ４ 

N７ 久地駅 延命地蔵尊前・あじさい寺 久地駅 4 ５ 

計 
５４便 

(３３往復) 

５２便 

(３４往復) 

延伸ルート経由 

12 便 

→16 便

登戸駅便 

22 便 11 往復 

→24 便 12 往復



6 　 40 　

7 0 　 20 　 40 　

8 0 46

9 32

10 40

11 41
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13 22

14 44

15 26

16
17 43

18 　 25

19 26 　 44 　

20 19 37

21 29 47

22 9 27

久地駅発
あじさい寺方面

運行時刻の変更 （平日のみ） 

・運行回数の変更に伴い、運行時刻を変更する。 登戸・久地駅発の新旧時刻表は以下のとおり 

登戸駅発                            久地駅発

変更前             変更後             変更前             変更後 

※白抜きは延伸ルート経由 

②事業計画 変更
長尾会館前停留所（あじさい寺方面）の移設 

（変更理由） 

長尾会館前停留所（あじさい寺方面）については、駐車場の前面に設置していたが、駐車場の敷地にマンションを建築

することとなり、現在の停留所の位置では建築計画に支障するため、関係者で協議の上、移設を行うこととなった。 

（移設概要） 

下図の通り、停留所をあじさい寺方面に約２ｍ移設し、長尾会館の前面に設置する。 

なお、今回の移設において、運賃の変更はない。 

（関係機関との調整状況） 

令和２年７月    

地域協議会、建築事業主、建築設計者、 

交通事業者、交通政策室にて、 

停留所の移設先を調整 

⇒長尾会館の前面へ移設することで合意 

令和２年７月～８月 

調整した移設先について、道路管理者、 

交通管理者および長尾会館を管理する 

自治会に移設の是非について確認  

⇒支障なしとの回答 

令和２年８月 

停留所の移設先について、地域協議会、 

交通事業者での最終確認 

⇒変更内容について合意 

４ 今後のスケジュール 
令和３年３月  地域公共交通会議（本日） 

令和３年４月  関東運輸局への申請（予定） 

令和３年６月  運行計画変更、停留所移設（予定）
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川崎市地域公共交通会議設置要綱

（目的）

第１条 川崎市地域公共交通会議（以下「交通会議」という。）は、

道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）の規定に基づき、地域に

おける需要に応じた住民の生活に必要な交通手段の確保その他旅客

の利便の増進を図り、地域の実情に即した輸送サービスの実現に必

要となる事項を協議するため設置する。

（協議事項）

第２条 交通会議は、次に掲げる事項を協議するものとする。

（１）地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様及び運賃・料金

等に関する事項

（２）その他交通会議が必要と認める事項

（交通会議の構成員）

第３条 交通会議の委員は委員２０名以内をもって組織する。

２ 委員は、次に掲げる者により構成する。

（１）学識経験者

（２）一般乗合旅客自動車運送事業者

（３）一般乗用旅客自動車運送事業者

（４）神奈川県バス協会 専務理事

（５）神奈川県タクシー協会川崎支部 事務局長

（６）川崎市全町内会連合会の推薦する者

1
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（７）市民

（８）国土交通省関東運輸局神奈川運輸支局首席運輸企画専門官

（９）神奈川県交通運輸産業労働組合

（１０）神奈川県警察本部交通部交通規制課都市交通対策室長

（１１）川崎市建設緑政局総務部長

（１２）川崎市まちづくり局交通政策室長

（１３）そ の 他 交 通 会 議 の 運 営 上 必 要 と 認 め ら れ る 者  

３  前項第２号から第６号まで及び第８号から第１２号までに掲げる

委員については、交通会議に代理人を出席させることができる。

４ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対し、交通

会議に出席して、その意見を述べ又は説明を行うことを求めること

ができる。

（委員の任期）

第４条 前条第２項第１号、第６号及び第７号に掲げる委員の任期は

２年とし、再任を妨げない。

（会長）

第５条 交通会議に会長をおき、構成員の互選により選任された者を

充てる。

２ 会長は交通会議を代表し、会務を総括する。

３ 会長に事故があるときは、委員のうち、あらかじめ会長が指定し

た者がその職務を代理する。
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（会議）

第６条 交通会議は、会長がこれを招集し、その議長となる。

２ 交通会議は委員の過半数が出席しなければ、これを開くことがで

きない。

３ 交通会議の議決を要する事項については、出席委員の過半数で決

し、可否同数のときは、会長の決するところによる。

４ 会長は、やむを得ない事由により交通会議を開く余裕のない場合

においては、事案の概要を記載した書面を委員に送付し、その意見

を徴し又は賛否を問い、その結果をもって交通会議の議決に変える

ことができる。

（分科会）

第７条 会長は、必要があると認めるときは、調査審議事項を分科会

に付託することができる。

２ 分科会の構成員は、会長が指名する者及び交通会議が必要と認め

る者とする。

３ 第５条及び第６条の規定は、分科会の会議に準用する。

（協議結果の取扱い）

第８条 交通会議において協議が調った事項について、関係者はその

結果を尊重し、当該事項の誠実な実施に務めるものとする。

（庶務）

第９条 交通会議の庶務はまちづくり局交通政策室において処理する。
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（その他）

第１０条 この要綱に定めるもののほか、交通会議の運営に関して必

要な事項は、会長が交通会議に諮り定める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２０年７月２８日から施行する。

（川崎市地域交通検討委員会の廃止） 

２  川崎市地域交通検討委員会（平成１８年６月１日施行）は、廃止

する。 

附  則

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

附 則

 この要綱は、平成２８年１２月１４日から施行する。
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川崎市地域公共交通会議分科会設置要領

（ 趣旨）

第１ 条 この要領は、 川崎市地域公共交通会議設置要綱（ ２ ０ 川ま交

第１ ３ ６ 号、 以下「 交通会議設置要綱」 ） 第７ 条の規定に基づき設

置される川崎市地域公共交通会議分科会（ 以下「 分科会」 という 。 ）

の運営に関し必要な事項を定めるものとする。

（ 目的）

第２ 条 分科会は、 川崎市地域公共交通会議（ 以下「 交通会議」 とい

う 。 ） から付託された調査審議事項を協議し 、 その結果を交通会議

へ報告することを目的とする。

（ 分科会の構成員）

第３ 条 分科会の構成員は、 交通会議設置要綱第７ 条第２ 項に基づき

組織する。

２  分科会で議決権を有する構成員は交通会議設置要綱第３ 条第２ 項

の委員に属するものとする。

（ 協議結果の取扱い）

第４ 条 分科会において協議が調った事項について、 関係者はその結

果を尊重し 、 当該事項の誠実な実施に務めるものとする。

（ 庶務）

第５ 条 分科会の庶務はまちづく り 局交通政策室において処理する。
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（ 委任）

第６ 条 この要領に定めるもののほか、議事の手続その他分科会の運営

に関し必要な事項は、 会長が定める。

附 則

（ 施行期日）

１ この要領は、 平成２ ３ 年３ 月１ ５ 日から施行する。


